
 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

「働き方改革」って実際進んでいるの？ 

◆企業における「働き方改革」の実態は？ 

現在、政府が推進する「働き方改革」の名の

下に、様々な方面で「働き方」の見直しが進めら

れており、関連する国の動きや企業事例などが

メディアでも多く取り上げられています。 

その一方で、実態が伴っていない「働き方改

革」に対する批判や課題も叫ばれているところで

すが、「働き方改革」は、実際、企業ではどのよう

に受け止められているのでしょうか。 

◆必要性は感じているが取り組んでいない企業

も 

株式会社オデッセイが、全国の人事部門また

は「働き方改革」に係わる部門に所属している方

を対象に実施した「働き方改革に関する意識ア

ンケート」の結果によると、約 8割が、「働き方改

革」の必要性を感じていると回答しましたが、実

際に「働き方改革」に取り組んでいるのは約 5

割という結果になったそうです。 

必要性を感じながらも、実行できていない企

業がまだ多いことがわかります。 

◆労働時間の改善、休暇取得促進への取組み

が中心 

また、「働き方改革」の具体的な施策として取

り組んでいることで最も回答が多かったものは、

「労働時間の見直しや改善」となっており、「休暇

取得の促進」が続いています。 

「女性の働きやすい環境作り」と「育児・介護中

の社員が働きやすい環境作り」という回答も多く

集まり、女性を支援する施策に取り組んでいる

企業も多いことがわかります。 

◆実現にはまだまだ課題も 

また、株式会社リクルートマネジメントソリュー

ションズが、企業の人事制度の企画・運営およ

び「働き方改革」推進責任者を対象に実施した

「『働き方改革』の推進に関する実態調査」の結

果によると、「働き方改革」推進上の課題として、

「社外を含めた商習慣を変える難しさ」を挙げる

回答が 62.1%と最も多く、「現場や他部署との連

携が難しい」（54.0%）、「マネジメント難度上昇へ

の懸念」（50.3%）が続いています。 

◆自社の現状を踏まえて適切な対応を 

人材確保や従業員のメンタルヘルス対策等

の面からも、企業の「働き方改革」に対する取組

みは今後も重要性が増すでしょう。 

自社の現状を見極めながら適切な対応を考えて

いきたいところです。 

 

政府が推進する「リカレント教育」とは？ 

◆政府が重要性を強調 

政府は、人づくり改革を議論する有識者会議

「人生 100年時代構想会議」において、「リカレ

ント教育（学び直し）」の重要性を強調し、大学や

企業、地域による教育プログラムの開発などを

進めるように求めました。 

リカレント教育の推進の目的は、IT・AI 化の

加速により、出産・育児で退職した女性や定年

退職した高齢者らが最新の技術を学び、生産性

向上につなげることです。 

政府は昨年末、2019年以降に約 5,000億

円の予算をリカレント教育に投入する方針を固

め、その充実を図ることとしています。 
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◆各国の取組みは？ 

リカレント教育とは、リカレント（recurrent）を

回帰する、循環すると訳すことから、いったん社

会に出た後に必要に応じて再び教育を受ける教

育体制ことを意味します。1970年代に経済協力

開発機構（OECD）によって提唱され、国際的に

広く認知されるようになりました。 

スウェーデンでは、キャリアを一旦中断して数

年間、フルタイムで学生として教育を受ける仕組

みが整っています。また、アメリカでは、コミュニ

ティ・カレッジという公立の 2年制の大学で、安

い値段で大学教育と職業訓練を提供していま

す。夕方や夜間、土日も開講しており、働きなが

ら通うことが可能です。 

◆日本の現状は？ 

日本では、かつて終身雇用が慣例となってい

たため、リカレント教育の必要性が重視されてい

ませんでした。 

しかし近年、社会人入試の実施、夜間大学院

の設置、また、放送大学の活用やカルチャーセ

ンターや通信教育、企業の教育訓練が充実し、

働きながら学べる環境が整ってきています。 

◆政府の方針に期待 

政府は昨年末、2019年以降に約 5,000億

円の予算をリカレント教育に投入する方針を固

め、その充実を図ることとしています。 

また、今年 1月には、雇用保険法の改正によ

り、専門実践教育訓練給付金が拡充され、支給

率、上限額、支給対象者の要件が変わり、教育

訓練支援給付金の支給率が引き上げられまし

た。 

今後、人口の減少が進んでいく中、女性や高

齢者だけでなく働き手個人のスキルアップより労

働力を向上させることが課題となっており、リカレ

ント教育のニーズも高まっています。 

政府の提言により、リカレント教育の環境が整

備されていくことが期待されます。 

 

3月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

12日  

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前

月以降に一括有期事業を開始している場合

＞［労働基準監督署］ 

15日  

○ 個人の青色申告承認申請書の提出＜新規

適用のもの＞［税務署］ 

○ 個人の道府県民税および市町村民税の申

告［市区町村］ 

○ 個人事業税の申告［税務署］ 

○ 個人事業所税の申告［都・市］ 

○ 贈与税の申告期限＜昨年度分＞［税務署］ 

○ 所得税の確定申告期限［税務署］ 

○ 確定申告税額の延納の届出書の提出［税

務署］ 

○ 国外財産調書の提出［税務署］ 

○ 総収入金額報告書の提出［税務署］ 

4月 2日  

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金

事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保

険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末

日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 個人事業者の消費税の確定申告期限［税

務署］ 

 

当事務所よりひと言 

 今回は、「働き方改革」と「リカレント教育」

の話題を取り上げました。 

 当事務所の弁護士も、今般、メンタルヘル

ス･マネジメント検定Ⅰ種（マスターコース）

に合格するなど、自分自身のリカレント教育

を頑張っています。 

 「働き方改革の肝はメンタルヘルスにあ

り！」と思う今日この頃、引き続き、研鑽に

努めていく所存です。 


